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輸
入
品
の
関
税
を
撤
廃
し
貿
易
自
由
化
め
ざ
す
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環

太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定
）
へ
の
参
加
に
つ
い
て
、
菅
政

権
は
交
渉
参
加
を
表
明
し
ま
し
た
。
聞
き
な
れ
な
い
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と

い
う
こ
と
ば
。
菅
政
権
は
「
乗
り
遅
れ
た
ら
大
変
」
な
ど
と
い

 環太平洋戦略的経済

連携協定（ＴＰＰ）は、
例外品目なしに 100%の貿
易自由化をめざし、モノや

サービスのほか、政府調達

や知的財産権など広範な

分野を対象にした経済連

携協定です。シンガポール

とニュージーランドの自

由貿易協定が土台となり、

チリとブルネイを加えた

４カ国の協定として、2006
年５月に発効しました。ア

ジア太平洋経済協力会議

（APEC）に参加する諸国
の加入を想定したモデル

協定とされます。現在、ア

メリカ、オーストラリア、

ペルー、ベトナム、マレー

シアの 5 カ国の参加をめ
ざし、原加盟 4カ国を含め
た 9カ国が交渉中です。 
 

品目名 県内産出額 生産量減少率 減少額 
米 ３６４ 90.0％ ３２７．６ 

小麦 １１ 99.0％ １０．９ 

茶 １２ 25.0％ ３ 

牛乳乳製品 ２６ 56.0％ １４．６ 

牛肉 ５６ 75.0％ ４２．０ 

豚肉 ７ 70.0％ ４.９ 

鶏肉・鶏卵 ２０ 18.0％ ３.６ 

合 計 ４９８ 81.8％ ４０７．５ 

県の影響試算。合計はその他の品目を含む。単位は億円 

 

農
水
省
が
１０
月
２７
日

に
発
表
し
た
試
算
に
よ
る

と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
よ
っ
て
関
税

が
撤
廃
さ
れ
た
場
合
、
農

産
物
生
産
額
が
年
間
４
兆

１
千
億
円
減
少
。
食
料
自

給
率
は
現
在
の
４０

％
か

ら
１４
％
へ
と
急
低
下
。
農

業
の
多
面
的
機
能
が
失
わ

れ
る
た
め
の
損
失
額
は
３

兆
７
千
億
円
に
も
の
ぼ

る
、
と
深
刻
さ
が
明
ら
か

に
な
り
ま
し
た
。 

 

県
の
試
算
（
上
記
）
は
、

県
内
生
産
額
に
農
水
省
が

示
し
た
生
産
額
減
少
率
を

乗
じ
た
も
の
で
す
が
、
滋

賀
県
の
農
産
物
全
体
で

は
、
生
産
額
の
８
割
に
あ

た
る
４
０
７
億
円
が
減

少
。
特
に
、
滋
賀
県
内
産

の
コ
メ
は
、
ご
く
一
部
の

有
機
米
を
除
い
て
生
産
額

の
９
割
が
減
少
、
ま
さ
に

い
ま
す
が
、「
乗
っ
た
ら
大
変
」
で
す
。
農
業
だ
け
で
は
な
く
、

地
域
経
済
に
も
、
暮
ら
し
に
も
大
き
く
影
響
し
ま
す
。
Ｊ
Ａ
を

中
心
に
全
国
で
反
対
の
動
き
が
強
ま
っ
て
い
ま
す
が
、
一
般
新

聞
の
報
道
は
限
ら
れ
て
い
ま
す
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
っ
て
何
だ
…
。 
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壊
滅
的
打
撃
と
な
り
ま

す
。
こ
の
ほ
か
、
小
麦
は

ほ
ぼ
全
滅
。
酪
農
関
係
も

大
き
く
影
響
し
、
こ
れ
ら

が
地
域
経
済
に
も
雇
用
に

も
深
刻
な
事
態
を
引
き
起

こ
す
こ
と
は
必
至
で
す
。 

 

影
響
を
受
け
る
の
は
農

業
だ
け
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
食
の
安
全
・
安
心
も

奪
わ
れ
ま
す
。
例
え
ば
日

本
は
、
Ｂ
Ｓ
Ｅ
対
策
と
し

て
、
米
国
産
牛
肉
の
輸
入

を
２０

ヶ
月
以
下
に
制
限

し
て
い
ま
す
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

で
は
こ
う
し
た
対
策
は
維

持
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

地
産
地
消
が
基
本
の
温
暖

化
対
策
に
も
影
響
し
ま

す
。
政
府
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ

の
参
加
を
「
将
来
の
雇
用

機
会
」
の
た
め
と
か
、「
遅

れ
て
い
る
」
と
か
い
っ
て

い
ま
す
が
、
こ
う
し
た
主

張
は
、
輸
出
大
企
業
の
利

益
を
最
優
先
に
し
た
ま
や

か
し
で
す
。
政
府
・
民
主

党
の
や
り
方
に
、
い
ま
大

き
な
批
判
の
声
が
ひ
ろ
が

っ
て
い
ま
す
。 

 「農業を考える玉津の会」（代表

松葉栄太郎さん他）は、17日、地
域総合センターで「農業を考える

つどい」を開きました。大規模農

家や担い手農家のみなさんなどが

多数参加され、猛暑の影響で今年

のコメの等級と取れ高の低下、米

価の下落で大きく減収といった現

状が出されました。話題のＴＰＰ

について、関税が撤廃されること

で、農業にはどのような影響があ

るか、日本の経済全体とのかかわ

りはどうなのか、日本の農業と食

糧は守る施策をどうするのかな

ど、日本の将来を見据えた活発な

議論が交わされました。 
｢会｣は、守山市議会 12月議会に

「ＴＰＰ交渉に参加しないことを

求める請願」を提出します。 


